
平成２３年度　総合政策部の経営方針 総合政策部長　　　本荘重弘

H20実績 H21実績 H22実績 H23末目標 H24末目標

① 必要な市の情報が入手できると感じている市民の割合 47.2% 50.4% 53.6% 56.8% 50.0%

② 後期基本計画の施策評価指標達成率 18.0% 24.1% 40.0% 100.0%

③ 実質赤字比率 － － －

④ 実質公債費比率 10.7% 10.8% 10.0%

⑤ 将来負担比率 170.6% 170.6% 180.0%

⑥ 経常収支比率 95.1% 95.5% 92.0%

⑦
市民と行政のコミュニケーションが図れていると感じて
いる市民の割合

15.6% 16.1% 16.0% 16.1% 15.7%

⑧ 市役所窓口サービスの満足度 8．0点 7．2点 7.6点 8.0点 9点

⑨ ホームページアクセス数 1,059,200 1,383,410 1,732,900 1,850,000 2,000,000

⑩ - - 98.3 98.3 80%

⑪ 4.17 3.94 4.17 4

⑫ 3.57 3.64 3.64 4

⑬ 3.45 3.79 3.79 4

⑭ 適性や関心、能力からみて現在の仕事が自分に向いている 3.45 2.8 3.45 4

⑮ 過度の精神的不安を感じることなく仕事を進めることができている 2.74 2.58 2.74 4

⑯ 2.02 0.98 2.02 4

⑰ 2.50 1.59 2.50 4

⑱ 2.86 2.65 2.86 4

※職員満足度アンケートによる総合政策部職員の満足度（ 5点満点）

１．川西市の重点方針

元気でうるおいのあるオンリーワンのまちづくりを実
現するため、第４次総合計画後期基本計画「笑顔・
ときめき川西プラン」に掲げる次の３点に重点を置
いて施策展開を図ります。

①次代を担う子どもたちが健やかに育つ環境づくり
②市民の笑顔と元気がみなぎるまちづくり
③市民とともに築く未来に向けたまちづくり

(2)経営上の強み

・トップダウンではなく、ミーティングや会議の場でコミュニケー
ションをとって、意思決定を行っている。
・部長が課長補佐以下の職員と3ヶ月に1度個別ミーティング
をもって意識浸透と課題抽出など、双方向でコミュニケーショ
ンをとっている。
・定期的に部長メールを配信し、部の目指す姿や仕事に対す
る心構えなどを職員へ直接伝えるとともに、業務改善の提案
等も直接メールで受け付けるなど、部長と所属職員の対話を
図っている。
・一人１目標を設定してもらい、その進捗状況を確認し合って
いる。
・市の重要課題について、部で行う研修会を全庁的に呼びか
けて開催したり、各課単位でミーティングの際に共有してい
る。
・市民実感調査・財政状況・決算成果を公表している。公開事
業レビューを実施している。
・庁内にプロジェクトチームを設置し、職員の意見を反映させ
ている。
・各所属長において職員の研修ニーズを把握し、積極的に参
加できるよう支援している。
・市民力・地域力の活用のためのパートナーと積極的に関係
作りに取り組んでいる。
・職場に「相談できる人」がいる。（職員満足度調査より）

①政策形成をタテ割りでなく、組織横断的に行う。

②政策形成プロセスの透明化を図る。

③市民力、地域力を活用する。

④職員自らが課題認識を行ったうえで、企画・立案
できる環境を整える

指　　標

（３）経営上の課題

２．総合政策部のサービス対象者 ３．総合政策部を取り巻く経営環境

広報室のサービス対象者
　（情報を求めている市民）
わかり易い情報提供を要求。発信される情報への依存
型。広報に全ての情報を要求する。企画段階からのより
深い情報提供を期待。
　（庁内、職員）
自らが情報提供するとき（対プレス）に的確なアドバイスを
期待。

政策推進室、財政室のサービス対象者
　（庁内、内部）
権限移譲などにより、各所属が自ら意思決定を行なう。将
来にわたって、安定的な行財政運営を期待。
　（納税者）
納税意識が高まり、意思決定の段階から参画（地域協議
会など）を要求。

★市長の考え方を具体化し実現するために、全庁的な調整機能を発揮し、結果として川西市の行財政運営がスムーズになされている。

　　①将来にわたって安定的な行財政運営を行っている。
　　② 市政運営の状態が市民に理解され、多くの市民が積極的にまちづくりに参画している。
　　③ 現場の実情を的確に把握したうえで議論するなど、職員から信頼される組織をめざす。

４．総合政策部がめざす姿

・市税の減少による財政状況の変化
・循環型社会形成や里山保全など環境問題への関心が高まっている
・情報化のスピードアップ
・情報媒体の変化
・少子化、高齢化によるサービスの変化
・地方分権の推進に伴う地方財政フレームの変更
・市民参画が求められてきた
・行政に対する市民の関心が高まっている
・公共施設の老朽化など維持管理コストの増大
・職員の高齢化による人事体制の構築、技術の伝承など
・大災害への対応
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★市民にわかりやすく、タイムリーな情報を提供
し、市民からのアクセス件数や評価を把握する

★地域別に住民の意向を把握するとともに、意識
調査結果等の情報を分析し、それらを適切に反
映させた施策の展開を図る
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626,192

★組織の方針と業務の連携を徹底する。

★現場目線で考える集団をつくる

★職員が自己の能力を発揮できると感じている
業務と組織が要請する業務（成果）をすり合わせ
る

★業務の仕分け、業務の効率化、リーダーのマ
ネジメントの発揮等により、労働時間の適正化及
び職場環境の改善を図る

47.0%

－

７．総合政策部の目標

H19実績

－

10.1%

186.7%

95.8%

10.7%
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-

職場の環境（スペース、温度、照度等）は快適である

総合政策部の説明会（研修会）を評価する職員の割合

現在の仕事にやりがいを感じている

職場で自由な意見や提案ができる

職場で必要な情報が確実に伝わっている

休暇が取りやすい

生活していく中で、現在の総労働時間は適度である

６．総合政策部の重点目標

8．1点

・部内組織間の情報共有が十分に図れていない
・（他部局の）所属における課題をより的確に把握するため、各階層ごとに職員が現場の事
情を把握する必要がある
・所属職員の意向や考え方を所属長が把握する仕組みがない
・経験年数にかかわらず自由闊達な議論ができる職場風土を醸成する必要がある
・部の実行計画等について職員一人ひとりに認識されているとは言い難い
・「自分の適正や能力に現在の仕事が向いていない、仕事に精神的不安を感じている」「総
労働時間が過度で、休暇が極端にとりにくい」「職場環境がやや快適でない」ことが、全庁平
均を下回っている（職員満足度調査より）。

②組織体質の改善に向けて

・市民に対するきめ細やかな情報提供の取り組みを、さらに深め工夫する必要がある。
・政策形成過程が市民から見える形になっていない。

①市民の満足に向けて

５．総合政策部の現状

(1)重要成功要因


